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○集中改革プランの考え方  
  「集中改革プラン」は平成１７年３月２９日に総務省が示した「地方公共団体にお

ける行政改革の推進のための新たな指針」に基づき、市が取り組む行政改革について

住民の方にわかりやすく示す計画のことで、全地方公共団体が策定・公表することを

求められているものです。集中改革プランの内容には、次に掲げる項目を中心に平成

１７年度を起点として、おおむね平成２１年度までの具体的な取組を盛り込むことと

なっています。  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．事務・事業の再編・整理、廃止・統合  
  限られた財源のなかで、複雑化・多様化する市民ニーズや新たな行政課題に対応す

るため、各種事務事業の見直しを行い、行政の果たすべき役割、行政効率等に配慮し、

市民に分かりやすい指標を用いた行政評価制度を導入することにより事務事業の整理

合理化を進めます。  
項 目 行政評価制度の導入 

所 管 企画部企画政策課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

行政評価制度の導入により、まず予算編成と連

動した事務事業評価、総合計画と連動した政

策・施策評価へと展開していきます。外部評価

の活用など、より客観的で市民に分かりやすい

評価となるよう制度の充実を計っていきます。

効 

果 

等 

ＰＤＣＡサイクル（計画→実施

→評価→改善）により効率的な

事務執行が可能となります。職

員の意識改革、効果的な財政運

営を行うことができます。 

目    標    年    度 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

当初 検  討 検  討 検討・準備 実  施 継続実施 

改訂  検 討  検 討  検討・準備  準 備  一部実施  
具体的な取組み内容 

１９年度 
他市の取り組み状況を視察しました。 

行政評価制度の設定項目等分析シートの内容検討を行いました。 

２０年度  事務職員の係長級以上を対象に、行政評価を実施するための準備段階と

して、行政評価の基礎知識に関する研修を行いました。 

①   事務・事業の再編・整理、廃止・統合  
  ②   民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）  
  ③   定員管理の適正化  
  ④   手当の総点検をはじめとする給与の適正化  
  ⑤   第三セクターの見直し  
  ⑥   地方公営企業関係  
  ⑦   経費節減等の財政効果  
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２．民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）  
○公の施設について  
  公の施設とは、住民の福祉を増進する目的をもって、住民の利用に供するための施

設のことで、社会体育施設、図書館、保育所、福祉センター等があります。庁舎や試

験研究機関などは市の所有施設ですが、公の施設ではありません。本市には公の施設

が２９４施設あり、直営（一部業務委託含む）あるいは指定管理者制度による管理を

行うことになります。  
〈公の施設の種類〉  
①レクリエーション・スポーツ施設  
（競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、ゴルフ場、宿泊休養施設   など） 
②産業振興施設  
（情報提供施設、展示場施設、見本市施設   など）  
③基盤施設  
（駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場   など）  
④文教施設  
（県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、幼稚園   など）  
⑤医療・社会福祉施設  
（病院、老人福祉センター、保育所  など）  
 
【１７年度～２１年度取組目標】                                   （施設数）  

施  設  の  種  類  施設数
指定管理者制度  
導入済  

指定管理者制度  
導入検討予定  

レクリエーション・スポーツ施設  ２４ ２ ２２

産業振興施設  １６ ３ １３

基盤施設 ※  １５０ ２ １４８

文教施設  ６３ ２８ ３５

医療・社会福祉施設  ４１ ８ ３３

合       計  ２９４ ４３ ２５１

※基盤施設１５０施設の内、市営住宅が７４施設計上されています。  

 
【２０年度末現在 指定管理者制度導入済施設】  
・渡鹿野島コミュニティ公園       ・渡鹿野島開発総合センター  
・浜島地域福祉センターさくら苑    ・大王地域福祉センターゆうゆう苑  
・志摩デイサービスセンター       ・阿児地域福祉センター  
・磯部地域福祉センター         ・南張老人憩いの家  
・波切集会所              ・船越老人憩いの家  
・片田大野老人憩いの家        ・片田大里老人憩いの家  
・和具老人憩いの家          ・越賀老人憩いの家  
・鵜方老人憩いの家             ・立神老人憩いの家  
・志島老人憩いの家             ・国府老人憩いの家  
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・間崎いきいきセンター           ・菜の花館  
・山田集会所                ・梶坊集会所  
・素行集会所                ・長岡集会所  
・迫間中央集会所              ・あすなろ集会所  
・山原集会所                ・阿児健康増進センター  
・道の駅「伊勢志摩」            ・南張海浜公園管理棟  
・安乗埼灯台資料館             ・鵜方駅前公共駐車場  
・的矢駐車場                 ・迫子コミュニティセンター大崎会館  
・桧山路生涯学習センター              ・塩屋生涯学習センター  
・ともやま集会所                      ・磯部社会福祉センター  
・うらじろ集会所                      ・磯部ふれあい公園  
・磯部市民プール                      ・介護老人保健施設「志摩の里」  
・前島診療所  
 計 ４３施設  
【平成２１年度指定管理者制度導入予定施設】  
・ 波切コミュニティセンター（4 月）  
・ 志摩市観光農園  
 計 ２施設  

※２０年度末をもって、波切集会所、和具老人憩いの家及び的矢駐車場については、

指定管理者制度導入の対象外となり、２１年度の導入予定数は計４２施設となりま

す。  
 
○公の施設以外の施設について  
  公の施設以外の公共施設の管理運営についても、コストの縮減とサービスの向上を

図る視点に立ち、アウトソーシングの活用について検討していきます。  
 
○その他の事務についての取組み  
・２０年度の委託状況  
  （全部委託）  
    庁舎夜間警備、ホームヘルパー派遣、在宅配食サービス、水道メーター検針・開

閉栓業務、議事録作成、病院給食業務  等  
  （一部委託）  
    一般ごみ収集、学校給食運搬、道路維持補修・清掃等、情報処理・庁内情報処理

システム維持、ホームページ作成・運営、庁舎管理・一部清掃   等  
  （全部直営）  
    公用車運転、調査・集計、選挙開票業務、広報作成業務、各種証明書発行業務   等  
  

今後、一部委託している一般ごみ収集、学校給食運搬業務等の全部委託についても

検討を進めます。  
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３．定員管理の適正化  
○定員適正化の基本的な考え  
  地方分権や新たな行政課題に対応していきながら、人件費の抑制を図るため、効率

的な行政運営を目指します。  
  このことを実現するために次のことを実施していきながら定員の適正化に努めてい

きます。  
    ①組織・機構の改革  
    ②事務事業の見直し  
    ③民間委託等  
    ④柔軟な人事異動の実施  
    ⑤再任用制度の活用  
 
○職員の削減計画  
  職員の削減については、急激な変化で市民サービスの低下を招かないように、平成

１８年３月から２７年３月までの１０年間を期間とする定員適正化計画を策定し、行

政改革や組織の見直しを行いながら計画的に削減を進めております。しかし、当初の

計画より前倒しで削減が進み、実態と計画が合わなくなっているため、２１年度中に

定員適正化計画の見直しを行います。  
 
○目標数値  
  職員数は、類似団体の比較において明らかに超過している状況であり、合併効果と

しての行政組織の効率化等を実現するための職員の削減は、市としても重要な課題で

す。合併協議のなかでも、合併後１０年間で約２００人の削減目標を掲げています。  
 こうしたことから、１７年４月１日現在の職員数９１６人を基準として、５年間

（H17.4.1～H22.4.1）の削減目標を７３人、純減率８.０％とし、２２年４月１日の職

員数を８４３人としました。すでに２０年４月に目標は達成しているため、目標数値

の変更についても、定員適正化計画の見直しの中で行います。 

 

平成１７年４月１日現在 平成２０年４月１日現在 平成２２年４月１日目標 

９１６人 ８３１人【達成】 ８４３人 

 
４．手当の総点検をはじめとする給与の適正化  
○給与の適正化  
  給与制度については、国の制度に準じて改正を行い、その適正化に努めています。

今後も、人事院勧告等に準じた給与制度の見直しを進めていきます。  
①高齢層職員昇給停止  
  国に準じた制度を導入  
②退職手当の支給率の見直し  
  国に準じ実施  
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③技能労務者の給与の見直し  
国に準じ実施  

④諸手当の総点検の実施  
    特殊勤務手当、管理職手当について見直し  
 
○定員・給与の公表  
  １７年９月に制定した「志摩市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基

づき、市広報紙のほかインターネットを利用し公表しています。  
 
○その他  
項 目 人事評価制度の実施 

所 管 総務部総務課 関係課等 全職員 

取
組
内
容 

全職員を対象に人事評価制度の説明会・研修

会を行い、人事評価制度を導入し実施してい

きます。 
効 

果 

等 

適正な人事評価を行うことに

より、昇任の適正化や職員の能

力に応じた適材適所の配置が

可能となります。職員の意識改

革や能力の向上につながりま

す。 

目    標    年    度 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

当初 検  討 準  備 実  施 継続実施 継続実施 

改訂  検 討  準備・実施  継続実施  継続実施  継続実施  
具体的な取組み内容 

１９年度 

・人事評価制度研修（係長以上３日５回１７２人） 

・人事評価相談員研修（１日１回２８人） 

１９年度の定期の勤務評定期間は、平成１８年１１月２日～平成１９年

１１月１日とし、事務職員すべての勤務評定を実施しました。 

人事異動の参考資料として人事評価結果を活用しました。 

２０年度 

・人事評価制度研修（係長以上３日５回６２人）  
・人事評価制度説明会（保育士・幼稚園教諭・新規採用職員２日２回１

１９人）  
定期の勤務評定期間は、平成１９年１１月２日～平成２０年１１月１日

とし、事務職員、保育士、幼稚園教諭の勤務評定を実施しました。 

 
項 目 計画的な職員研修の実施 

所 管 総務部総務課 関係課等 全職員等 

取
組
内
容 

現在進められている地方公務員改革の内容に

沿った、志摩市人材育成基本方針に基づき、

人材育成に関するシステムを検討し、総合的

な人材育成に努めます。 

効 

果 

等 

職員の意識改革と自ら考える

力を養成し、一人ひとりの能力

向上を図ることによって、経費

の節減、事務処理の効率化によ

り、行政サービスの向上につな

がります。 

目    標    年    度 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

当初 検討・準備 実  施 継続実施 継続実施 継続実施 

改訂  検討・準備  実 施  継続実施  継続実施  継続実施  
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具体的な取組み内容 

１９年度 

・市単独研修 

（メンタルヘルス研修３回１１５人、人権研修３日６回６３５人、不当

要求防止責任者講習（管理職員）１回５１人、公務員倫理等研修２回２

２９人、不当要求行為等研修７日７回３０５人、勤務評定研修３日６回

２００人、障がい者雇用に係る職場の理解促進研修１回７４人、法制執

務研修１回２５人、地方自治体職員におけるコンプライアンス研修１日

２回５６人、セクシュアル・ハラスメント研修１日２回１１０人） 

・自治会館組合派遣研修（１６研修８７人） 

・市町村アカデミー派遣研修（５研修５人） 

・その他派遣研修（４研修５人） 

２０年度 

・市単独研修  
（メンタルヘルス研修１回３１人、交通安全研修１回 48 人、不当要求

行為等職員研修会３日５回７０人、裁判員制度研修会 1 回６８人、勤

務評定者研修会３日５回６７人、裁判外紛争解決手続等に関する研修

１日２回７９人、接遇研修１日２回４４人、労働安全衛生研修１日２

回６５人、人権研修１回３５人、情報公開制度研修１日２回１６０人、

法制執務研修１日２回２０人）  
・自治会館組合派遣研修（２０研修２０３人）  
・市町村アカデミー派遣研修（４研修４人）  
・その他派遣研修（９研修３３人） 

 
５．第三セクターの見直し  
  社会経済情勢の変化等を踏まえつつ、経営健全化を一層推進します。  
・阿津里浜リゾート開発（株）  
  今後も、運営に対する財政的支援は行わない予定です。  
・志摩市土地開発公社  
  現在、保有している土地はないが、今後の用地先行取得にあたっても事業委託契約

により、売却時期を明示するなど経営の健全化を保ちます。  
 
６．地方公営企業関係  
  地方公営企業については、経費等の節減に努めるとともに、経営の健全化・効率化

を推進し、経営基盤を一層強化していきます。  
・病院事業  
  病院事業の経営健全化及び合理化を図るため、大王病院と前島病院を統合し、市民

病院、前島診療所及び浜島診療所の１病院２診療所体制へと移行しました。前島診療

所については、介護老人保健施設「志摩の里」と併せて、（社）地域医療振興協会を管

理者に指定し管理運営を行っています。市民病院については、透析室、リハビリ室及

び療養病棟の増築や内科診療室増設等の改修を行い、病院施設の充実を図っています。

院外処方も開始し、コスト削減に努めています。  
また病院施設の整備、労働条件の改善や手当ての支給による待遇改善を行うことに

よって、医師の招聘（内科医、外科医、整形外科医、小児科医、産婦人科医）に努め、

地域の医療体制の維持を図っていきます。  
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・水道事業  
  水道事業の経営健全化を推進することにより、水の安定供給に努めます。  
・下水道事業  
  下水道事業の経営健全化をめざし、維持管理のコスト縮減を図り、一般会計の財政

負担の軽減に努めます。  
 
※行政改革については普通会計に準じ取組みを行い、定員・給与関係は普通会計と同

じとします。  
 
７．経費節減等の財政効果 

（歳入関係） 

○税の徴収対策 

身近な納税相談所の開設、口座振替の推進、三重地方税管理回収機構への移管、欠

損処分と法的措置（差押等）、大口滞納者との納付相談、電話による催告の強化、差押

物品のインターネット公売など引続き実施します。現年度分については、コンビニを

利用した収納対応も検討します。 

 

○使用料・手数料の見直し 

  負担の公平性を図る観点から、使用料及び手数料の見直しを行います。 

 

○未利用財産の売り払い等 

  財産の有効活用と処分について検討します。また、公有財産台帳の整備が不十分な

ため、早急に台帳整備を進め、市有財産の適正かつ効率的な財産管理ができるように

基礎データの整備を進めるとともに、未利用財産の売払い等の処分も併せて検討して

いきます。 

 

（歳出関係） 

○人件費・物件費の削減 

項 目 人件費及び物件費の削減 

所 管 総務部財政課 関係課等 全ての部課 

取
組
内
容 

適正な組織機構の見直し、適正な定員管理を

行うことにより人件費の削減を行います。物

件費については、全てにおいて一から見直し

を行います。 

効 

果 

等 

行政のスリム化、財政の健全化

を図ることにより、市政の持続

的発展を支え得る財政基盤の

確立が図れます。 

目    標    年    度 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

当初 検  討 検討・実施 継続実施 継続実施  継続実施  
改訂  検 討  検討・実施  継続実施  継続実施  継続実施  

具体的な取組み内容 
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１９年度 

職員削減について、職員構成のバランスも考慮しながら、希望（勧奨）

退職の募集を行いました。  
６施設について指定管理者制度の導入を行いました。 

２０年度 

職員削減について、職員構成のバランスも考慮しながら、希望（勧奨）

退職の募集を行いました。 

４施設について指定管理者制度の導入を行いました。 

 

○補助金等の整理合理化 

項 目 補助金・扶助費の見直し 

所 管 総務部財政課 関係課等 関係各部課 

取
組
内
容 

補助金については、さらに役割や効果を精査

し、廃止や統合も視野に入れた抜本的な見直

しを行います。新規の補助金は、期間の設定

やスクラップアンドビルドを原則とします。

扶助費は、少子高齢社会のなか増加傾向にあ

るが、状況を正確に把握し、見直しを行いま

す。 

 

効 

果 

等 
財政運営の健全化と安定化を

図ることにより、市政の持続的

発展を支え得る財政基盤の確

立が図れます。 

目    標    年    度 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

当初 検  討 検討・実施 継続実施 継続実施  継続実施  
改訂  検 討  検討・実施  継続実施  継続実施  継続実施  

具体的な取組み内容 

１９年度 
各部枠配分の中で対象事業の内容、実績、効果等を精査し、見直しを行

いました。  

２０年度 
各部枠配分の中で対象事業の内容、実績、効果等を精査し、見直しを行

いました。 

 

○組織機構の見直し 

新たな行政課題・地方分権の進展・多様化する市民ニーズに対応できる組織機構の

見直しを行います。  
分庁体制から本庁体制への移行後の組織機構のあり方について、よりよい市民サー

ビスが提供できる組織機構を継続して検討していきます。 

 

○公共施設の見直し  
市で統一した様式で台帳を整備し、それぞれの施設における今後の必要性について、

新たに建設し直す必要のある施設、このまま継続すべき施設、用途を変更すべき施設、

用途を廃止すべき施設等に客観的・数値的に分類・判断を行うため、行政評価システ

ム（施策評価システム）を確立し、公共施設の適正配置を進めます。  
分庁舎については、維持経費等の財政的観点も含め、最適な利活用方法を継続して

検討していきます。 


